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兵庫県議会の議員の皆様には、兵庫県動物愛護センターのみだりな殺傷罪の各事

実について、現在の事実と証拠に基づく住民訴訟で集めた証拠、情報などを提供を

して参りました。

住民訴訟をしながら、県センターの動物犯罪の情報を議員の皆様にも提供して参

りましたが、議会の皆様からはその犯罪行為を是正する動きは認められずに現在に

いたっております。

本書資料は、裁判所への証拠に基づく兵庫県センターの移しいみだりな殺傷罪と

税金を使ったセンターの私物化された無法の機関であることの準備書面の一部をご

送付致します。

知事と兵庫県動物愛護センター所長の「やむをえないときの殺処分」は、実体を

隠した大嘘であり、兵庫県センターは、センター職員を含めて「センターは殺すと

ころです」と説明し、センターに入れた動物を社会に公示せず飼主所有者からも不

明な状況で殺処分をして権利を踏みにじり （憲法所有権など)、 2019年10月1日～

2020年3月31日 （2019年度後期）の公文書では、犬猫の殆どを（本所80%余）殺処分

しています。兵庫県は、およそ、 日本の動物に関する憲法以下の法令を踏みにじる

無法の行政機関です。知事も議会も、税金で、 「犬猫等の殺処分目的の機関」を維
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持し聯しい殺処分行為を続けています。

センターは金科玉条の如く 「都道府県の自由裁量」と述べるが、憲法も法律も無

視して「ヤミの中で犬猫を殺す」 という法治国家にあるまじき無法の犯罪行為を

「兵庫県の自由裁量」 として主張することは許されるわけはありません。

「法律に基づく行政」の大原則を踏みにじり、動物愛護管理法の基礎の人の倫理、

人が生きものとして他の動物と共生をする社会、地球における人間としての知性、

品位、人として他の動物の命への畏敬（動愛法1条）を全く欠くものです。

THEペット法塾は、動物愛談センターの三谷所長の告発と現在の動物愛護セン

ターの廃絶、そして、動物を生かす兵庫県の「動物愛護と共生」のための「動物の

命を生かすセンター」の設置を創ることを求めています。

兵庫県議会議員の皆様には、 「殺処分ゼロ」を訴えて票を取られて当選をされた

方もおられましたが、センターの犯罪、無法、人倫に反するセンターについて、兵

庫県議会の議員の皆様におかれては、現場の確認の作業をされることが必要です。

このような無法の事態を放置、容認されて、センターの「殺処分」機関の行事に

参加したとの議員報告を見るとき、兵庫県は、国政と世論でしか動物との共生社会

は実現できない状況に至っています。

日本の法治下で、兵庫県が、人も地球上の動物であり、人と動物の共生のできる

地域となるよう、兵庫県の無法な行政の動物殺しをなくすために、本書を含めた資

料を全国へ発信することを予定しますが、兵庫県が、税金を使った兵庫県センター

の職しい無法の動物殺しと私物化された無法の犯罪機関をこれ以上放置はできない

ところです。税金を使った恥ずべき兵庫県動物愛護センターを維持される兵庫県行

政の是正を強く求め、社会に、政治に求めます。

第1 住民訴訟2020年10月30日付準備書面（公示なし殺処分。センターの

私物化）の事実

1公示なし殺処分

被告兵庫県動物愛護センターは、引取犬猫は公示無しで、即日殺処分、それ以

外は、所有者探しの「迷子公示サイト」の公示と、譲渡募集の「啓発譲渡サイ
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卜」で公示をする（センターホームページの説明）

(1) 2019年10月1日～2020年3月31日 (2019年度後期）の公文書一被告センターの

公示なし殺処分

第1次住民訴訟の即日殺処分より、被告センター本所はさらに公示なし殺処分

をエスカレートしている。

甲45の1の「兵庫県動物愛護センター引取処分状況」は、 「引取数」 315頭に対

して、内即日殺処分数145頭でありその後の数日で殺処分数は208頭である。

犬猫の公示数は22頭だけである。22頭は、甲45の2の「2所有者不明犬猫」23

4頭の内の公示である。所有者探し公示は1割もなく、 「返還数」は只の9頭であ

る。これには、啓発譲渡公示は含まれていない。内容は外部からは見えないヤミ

である。警察は、兵庫県センターが、センターへの送致後、翌日ないし数日内に

殺処分をするので、 2020年6月頃以降送致を停止している。

(2) 被告センター本所については、引取犬猫数82頭に対して公示はただの1頭で

ある。動物は1頭以外が全てがヤミである。即日殺処分数は57頭（69,51％）で

ある。その後の殺処分を加えて67頭を殺処分をし81,70％をヤミで殺害した。

(3) 「啓発譲渡」について

啓発譲渡数は、合格犬も時に殺処分をすると言われ、譲渡募集の公示をしない

で、ヤミで愛護団体その他へ譲渡がされているとのことであるので、選定基準

（合格犬猫数）や啓発識渡の公示は不明である。犬猫の判定基準合格数、啓発譲

渡の公示数、処分内容は、原告の求釈明に対して、被告センターは回答を拒否し

ている。事実と証拠を法廷に開示して審理をすべき司法を踏みにじる。法律に反

して、公示、処分内容を開示せず無法のヤミ行政がされている。 「センターでは

遺失物法、所有権は守らない｣、 「動愛法の所有者探し、譲渡募集は努力義務だか

らしない」 と公然と説明し、 「自由裁量」 と違法・無法の殺す行政をしている。

2兵庫県動物愛護センターの違法・無法

(1) 被告センターの職員は「センターは殺すところです」 と一致して堂々と説明

する。被告センター職員は「行政機関である。愛護はしない｡｣、行政は「殺処分

をする機関である」と説明をする。被告センターには生かす意思は認められない。
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人倫としてありえない狂気の説明を堂々とする。被告センターは，組織として、

動愛法の基本原則の、動物の命と人と動物の共生義務の法律の原則を、正面から

否定して殺処分をしている。

被告センターは，本手続の前置の本件住民監査請求では、前所長、現三谷所長

は、 「動物愛謹行政をしている」との弁明、答弁をし、センター全体が真っ赤な

嘘で被われている。

(2) 動物犯罪の重罰化

2012年（平成24年）法改正では動物の殺傷は2年以下の懲役ないし200万円以

下の罰金が、 2019年（令和1年）法改正では、器物損壊罪をはるかに超える、 5

年以下の懲役ないし500万円以下の罰金に倍以上の加重化がされた。殺傷が重罪

犯罪とされる中で、被告センターの過半、大多数の犬猫の殺処分の重罪犯罪につ

いて、行政だからと言って違法性阻却事由（刑法35条）は到底認められない。

3税金を使った無法の殺処分機関

(1) 動物の公示は動物が生き残れる唯一の機会である。被告センターは所有者不

明犬猫234頭の内22頭しか公示しない。まさに、ヤミの中の動物殺しの違法・無

法の機関である。

兵庫県動物愛誰センターは、行政、警察は、所有者不明動物は全て所有権の保

護のための所有者探し義務（動愛法35条4項、憲法29条財産権、民法240条遺失物

法公示後3ヶ月経過をしないと所有権を喪失しない）があり、収容動物は全て生

きる機会を与えるべき動愛法の基本的義務（動愛法35条4項、動物の命の保護の

ための広く譲渡募集義務、 1,2条人と動物の命の共生）があるところ、被告セン

ターは、憲法以下の法令を全て踏みにじる違法・不法の行為をしている。

センターは、金科玉条の如く、 「都道府県の自由裁量」と主張するが、憲法以

下の法令（人の所有権の人権と動物の命の権利）をあたかも独裁者の如き動物の

殺傷与奪権があるなどなどの主張は許される訳はない。近代法の原則の「法律に

よる行政」を土台から踏みにじる。飼主の権利も、動物の命もあったものではな

い。人の所有権も動物愛謹管理法の動物の命もあったものではない。ヤミで動物

を殺害する無法の極致であり、無法の動物殺しのホロコーストである。
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第2センターの私物化

1 犬猫の引取、多頭飼いの犬猫の、ペナルティとしての犬猫殺処分

被告センターは、 「引取りをした犬猫を生かすことは無責任な飼主を支援をす

ることとなる｡」 「多頭飼の犬猫を引取り生かすことは多頭飼を支援をすることと

なる｡」ことを理由に「引取動物を殺処分する」 と説明している。そして犬猫に

限らず引取動物は基本的に全て即時的に殺害をしてきた。

異常且つ転倒した思考と狂気である。被告センターは、遺棄犯罪に相当する動

物持込者、多頭飼育者に責任の原因であるのに、これを「支援をしない」として、

罪のない被害を受けた動物の殺処分をし、責任がある飼主には、その指導、措置、

ペナルティ （譲渡譲受人の不適格認定として排除など）は全くなく、無罪放免、

「譲渡希望があれば一般審査で譲渡する」との回答をする。被告センターは、存

在する動物が悪く、人の動物との共生義務、愛護義務に違反し、動物の命の保謹

をする意思はなく、動物を殺すだけを目的とする。人倫に反し、違法な行為は到

底許されず悪質極まりない。

2三木市多頭飼い事件の窃盗の愛護団体のための被告センターの支援、共犯

(1) 2020年6月22日午前0時過ぎに、愛護団体ガーデイアンが他の団体等と共に三

木市内の多頭飼建物に侵入して犬62,3頭を窃取した。

同日、 2020年6月22日に、三木警察は、被告センターから、センター三木支所

が同建物内の犬を預かるとの連絡があり、 6月24日に、三木警察は、多頭飼いの

犬の飼主ないし管理者を逮捕した。そして被告センターは、ガーデイアンが窃取

した後の残りの犬を、ガーデイアンのために、 2020年6月25日以降8月17日まで捕

獲して預かり、その捕獲犬は合計72頭であった（甲47)。被告センターは、ガー

デイアンのために、 2020年8月28日まで収容、飼養して、ガーデイアンの指定す

る関連団体へ引き渡した（甲44朝日新聞2020,9,23．ガーデイアンホームページ、

SNS)。

(2) 犬の所有・占有者が、所有・占有権を放棄をしたのは、 2020年6月24日に所有

・占有者を警察が逮捕した以降、所有・占有権を放棄した文書「センターには
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（殺すから）渡したくない。愛護団体に渡したい」が作成ないし意思表示がされ

た、 と報道がされた。しかし、 2020年6月22日時点で、ガーデイアンが窃盗に入

ったとき、被告センターが三木警察に「センターが犬を引取る」 との連絡をした

ときは、所有・占有者が権利を有し、窃盗行為の状況にあった。その所有・占有

者田中氏が、愛護団体として窃盗をしたガーデイアンを指定した事実はない。

被告センターが犯罪者ガーデイアンのために、捕獲して預かり、世話をし、ガ

ーディアンの指示でその関連団体に引き渡した。その行為は異常である。

(3) 被告センターは、所有・占有者に会ってもおらず、多頭飼育の注意指導を

したこともなかった。犬は全て健康との報道がされている。

被告センターは、行政の動物引取りの記録、処分先の行政文書は作成していな

いと回答をする。被告センターは「ガーデイアンから預り、ガーデイアンでまと

めてガーディアンの関係団体へ引渡す」と説明をした。

(4) 被告センターでは、多頭飼育事件の72頭の多数の犬の引取と譲渡の文書作成

もないと回答をした。センターの税金を使った行政行為は行政の私物化で認めら

れない。甲45の2によれば、三木支所の2019年10月から半年間の引取数は犬猫合

計65頭である。被告センターの、ガーデイアンのために捕獲し、収容し、犬の保

護してガーデイアンと関連団体へ渡した数は、これを遙かに上回る犬72頭である。

3被告センターがガーディアンのために捕獲、預かりをしたガーディアンのホー

ムページは次の通りである。

(1) 一種動物取扱業者標識

氏名又は名称 秋山文子

事業者の名称 GUARDIAN

第一種動物取扱業者の種別展示

登録番号神保保第0415002号

登録年月日平成27年10月5日

有効期間の末日平成32年10月4日

動物取扱責任者秋山文子

TEL : 078-381-9890
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(2)保健所（行政愛護センター）からの保護犬の譲渡、繁殖引退犬の譲渡

①犬の譲渡費用

子犬･ 30, 000円（マイクロチツプ済・避妊手術実施未）

成犬･ 50, 000円～60, 000円（マイクロチップ済・避妊手術実施 済）

②犬病登録・予防注射済の子は別途6， 200円）

③避妊去勢手術費用

1） 医療費別途

2） 混合ワクチン費用 別途

3） 飼育費用

譲渡までにかかった飼育費や医療費の一部をご負担いただいています。

4）事務手数料

お渡しする印刷物の制作費・譲渡申込書類の郵送費・人件費などです。

5） ※狂犬病予防注射費用

狂犬病予防注射費用です。

成犬は当団体で接種済の場合があります。

6） ※行政機関への登録費用

狂犬病予防注射費用です。

成犬は当団体で接種済の場合があります。

7） マイクロチップ

8） ☆交通費 神戸市内…3,000円

市外･ ･ ･5,000円

関西近郊･8,000円～

※医療明細書や領収書等はお渡しできない。

(3) ガーディアンと被告センターの癒着

ガーディアン（犬が専門）の愛護活動は、ガーデイアン（犬が専門）の愛護活動は、上記の通り譲渡代金で約5万円～10

万円を取得し、行政殺処分の犬の救済のために社会に寄付金を呼びかけて活動が

されている。行政の殺処分を土台とし「行政殺処分の犬の救済のために」寄付を

募り、譲渡代金、諸経費を取る。しかしガーディアンを始め行政に連携する愛談
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団体は、被告センターの行政殺処分の違法、責任を問うことはせず、むしろ殺処

分を容認し、被告センターの殺処分行政を「センターは動物を保護している」

「警察で犬猫が保護されていることは悪い環境である。センターへ送致するべき

である｡」などと発信し、被告センターで、人の権利、 （所有の有無にかかわら

ず）動物の生きる権利（動愛法44条）を、即日的殺処分ないし公示なく殆ど殺害

する隠蔽と社会を欺むくネット発信がされている。兵庫県の動物愛護団体は行政

殺処分と癒着をし、行政殺処分に咲いた「あだ花」とも言われる。窃盗をしたガ

ーデイアン・関連団体と被告センターは、被告センターの支援、窃盗講助（刑法

235条、 60条）の犯罪によって約140頭の犬を、犯罪とセンターの協力で、寄付金

と仕入代ゼロの譲渡犬を得た。

4被告センター業務の私物化

(1) 被告センターは、上記の通り、 「センターは殺すところ」と公然と説明し、所

有者への返還公示はせず、即日殺処分ないし数日内で容赦なく殺害し、犬猫が生

きるための収容動物の公示、譲渡募集公示はしない（例外的な啓発譲渡公示は実

態が不明である)。多頭飼育は、 「多頭飼育の動物を助けることは、放棄飼主や多

頭飼育者を支援をすることとなる」 と言って全て殺してきた。

他方で、税金を使って、被告センターは、多数の犬を窃取したガーデイアンの

ために、盗り損なった残りの犬72頭の膨大な数の犬を、被告センター自ら捕獲し、

ガーディアンから預かったとして、収容、飼養し、ガーディアンの指示する犯罪

関連の愛護団体（一緒に窃盗に入った）などへ返還・引渡しがされた。

被告センターは、動物の命のかけらもなく、法律を無視し、窃盗団体などのた

めに私物化する運営といわざるを得ない。

およそ狂気と言うべき違法・不法の、私物化された犯罪の機関である。

(2) 被告センターは、ガーディアン事件以降も、三木支所所長を始め他の支所の

多くの職員は、 「多頭飼育の動物を助けることは、放棄飼主や多頭飼育者を支援

をすることとなる」と説明して、同事件を「特別」と言うだけで秘密にしサスペ

ンスの世界にある。少なくとも窃盗事件の2020年6月22日より数週間以前からの

ガーディアンのための上記事件のスキームが組まれた。行政のしたその実態は解
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明されるべきである。

被告センターは、 「動物殺害を目的とする」と公然と説明し、税金を使って、

センター挙げて、動物愛護団体と癒着し、税金で、窃盗の犯罪行為をする愛護団

体と組んでその窃盗をした後の残りの犬を捕獲、収容、預りをした支援の窃盗の

箒助（刑法60条共犯の犯罪行為）をし、動愛法に違反し、 （所有の有無に拘わら

ず）法律に基づいて動物の命を護るべき義務があるのに、 これに違反して動物を

殺害し、また、所有者の権利を奪い、違法・不法の犯罪がされている。

第3被告センターの三谷所長以下、被告センターの動愛法違反、所有権侵害、遺

失物法違反等の、得手勝手な、動物殺害の違法、犯罪について、刑法の正当行為

には到底該当しないと言うべきである。併せて、被告センターの組織を使って愛

護団体と組んだ窃盗の共犯の利権行為の私物化は許されない。被告センターの法

令等を無視、否定した、違法無法の私物化の表裏のものである。

以上

添付書類

1 甲45の1,2， 2019年10月1日～2020年3月31日 (2019年度後期）公文書による表

2朝日新聞2020,9,23

3岡田陳述書2020年11月20日陳述書（丹波警察のセンターへの送致犬、センター

の即日的殺処分。警察のセンター送致をしない措置）

4 2020年5月28日国家公安委員会等への意見書
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